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答   申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した地方税法（以下

「法」という。）７２条の２第３項の規定に基づく個人の行う事業に対

する事業税（以下「個人事業税」という。）賦課処分に係る審査請求に

ついて、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、東京都○○都税事務所長（以下「処分

庁」という。）が請求人に対し平成２９年８月１日付けで行った平

成２９年度分の個人事業税賦課処分（別紙処分目録記載のとおり。

以下「本件処分」という。）について、その変更を求めるものであ

る。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分の違法性又は不当

性を主張している。  

１  税務署への申告上、事業用資産の譲渡損失額が３０４，２３６円

であることから、個人事業税の計算上の譲渡損失（控除額）を１５

２，１１８円とするのは間違いである。  

２  処分庁が、本件処分の根拠としている「個人事業税に係る事業用

資産の譲渡損失の取扱いについて」（昭和３７年４月１６日３７税

第２９８号総務部長通知）には、個人事業税の課税標準額の計算上

の譲渡損失の具体的な計算方法については、何も規定していない。
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処分庁は、所得税の不動産所得を計算する場合の事業供用資産の事

業供用割合を斟酌しているにすぎず、法的根拠がない。  

 

第４  審理員意見書の結論  

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項によ

り、棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

   審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

平成２９年１２月１８日  諮問  

平成３０年  １月１９日  審議（第１７回第１部会）  

平成３０年  ２月２１日  審議（第１８回第１部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  個人事業税の納税義務者について  

ア  法７２条の２第３項によれば、個人事業税は、個人の行う第

一種事業、第二種事業及び第三種事業に対し、所得を課税標準

として事務所又は事業所所在の道府県（法１条２項により

「都」と読み替える。）において、その個人に課するとされて

いる。そして、同条８項は、「第一種事業」として、４号に

「不動産貸付業」を掲げている。  

イ  法の規定全般の解釈・適用に関する地方自治法２４５条の４

第１項の規定に基づく技術的な助言である「地方税法の施行に

関する取扱いについて（道府県税関係）」（平成２２年４月１

日総税都第１６号総務大臣通知）によれば、「不動産貸付業」
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とは、「継続して、対価の取得を目的として、不動産の貸付け

（中略）を行う事業」をいい、不動産貸付業に該当するかどう

かの認定は、「所得税の取扱いを参考とする」が、「アパート、

貸間等の一戸建住宅以外の住宅の貸付けを行っている場合にお

いては居住の用に供するために独立的に区画された一の部分の

数が…１０以上であるものについては、不動産貸付業と認定す

べきものである」とされている（第３章・第１節・第２・２の

１・⑶）。  

ウ  また、東京都では、個人事業税の課税事務に当たり、「個人

事業税課税事務提要」（平成２４年８月１日付２４主課課第１

５３号東京都主税局長通達）を定めており、第３章・第２節・

第４・２において、  

「不動産の貸付けが、不動産貸付業に該当するかどうかの認定

は、所得税の取扱いを参考とするが、社会通念上事業と称する

に至る規模、賃貸料収入の状況、貸付不動産の管理の状況等を

総合勘案して判定することとなる。具体的には、次により認定

等を行う。  

⑴  （略）  

⑵  不動産貸付業としての認定基準に該当するもの  

  不動産の貸付規模が次に掲げる基準に該当するものは、不

動産貸付業と認定する。  

ア  住宅用不動産の貸付けを行っている場合  

 (ｱ) 一戸建住宅以外の住宅（アパート、貸間等）にあって

は、居住の用に供するために独立的に区画された一の部

分の数が１０以上（中略）であるもの。」（以下「不動

産貸付業認定基準」という。）と定義している。  

 そして、上記の不動産貸付業認定基準は、法の趣旨及び社会

通念に照らして不合理なものとはいえないから、事業性の判定

基準として妥当性を有するものということができる。  
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  ⑵  個人事業税の課税標準等について  

ア  課税標準について  

個人事業税の課税標準は、当該年度の初日の属する年の前年

中における個人の事業の所得によるとされている（法７２条の

４９の１１第１項）。  

法７２条の４９の１２第１項によれば、法７２条の４９の１

１第１項にいう所得は、当該個人の当該年度の初日の属する年

の前年中における事業に係る総収入金額から必要な経費を控除

した金額によるものとし、当該年度の初日の属する年の前年中

の所得税の課税標準である所得につき適用される所得税法２６

条及び２７条に規定する不動産所得及び事業所得の計算の例に

よって算定するとされている。  

そして、法７２条の５０第１項は、個人事業税を課する場合

においては、道府県知事（法１条２項により「都知事」と読み

替える。以下同じ。）は、所得税法２６条及び２７条に規定す

る不動産所得及び事業所得について、当該個人が税務官署に申

告した課税標準を基準として、税務官署で更生されない限りは、

事業税を課するものとする旨定めている。  

   イ  譲渡損失の控除について  

     法７２条の４９の１２第９項は、同条１項の規定（上記ア）

によって個人の事業の所得を計算する場合において、当該個人

が「直接事業の用に供する資産」で「政令で定めるもの」を譲

渡したため生じた損失（以下「譲渡損失」という。）の金額は、

法７２条の５５第１項の規定（下記ウ）による申告をしている

場合に限り、当該個人の事業の所得の計算上控除すると規定し、

法施行令３５条の３の７は、上記「政令で定める資産」の一つ

として、「車両」を掲げている。  

     また、法７２条の４９の１２第９項の規定の具体的な取扱い

を定めた「個人事業税に係る事業用資産の譲渡損失の取扱いに
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ついて」（昭和３７年４月７日自治丙府発第３１号自治省税務

局長通達。以下「局長通達」という。）によれば、同項の「直

接事業の用に供する資産」とは、「具体的には、その減価償却

額又は減価の価額が事業の所得の計算において必要な経費に算

入される固定資産…をいう」とされている（局長通達・二。な

お、局長通達は、法の解釈・適用に関して、地方自治法２４５

条の４第１項の規定に基づく技術的な助言として発出されたも

のと解される。）。  

   ウ  賦課徴収に関する申告について  

     法７２条の５５第１項によれば、個人事業税の納税義務者で、

法７２条の４９の１２第１項の規定（上記ア）によって計算し

た個人の事業の所得の金額が、法７２条の４９の１４第１項の

規定による控除額（２９０万円）を超えるものは、当該年度の

初日の属する年の３月１５日までに、当該年の前年中の事業の

所得並びに当該年の前年において生じた譲渡損失の金額及び法

７２条の４９の１２第２項及び第３項の事業専従者控除に関す

る事項その他当該事業の所得の計算に必要な事項を事務所又は

事業所所在地の道府県知事に申告しなければならないとされて

いる。ただし、個人事業税の納税義務者が前年分の所得税につ

き所得税法２条１項３７号の確定申告書（以下「確定申告書」

という。）を提出した場合には、確定申告書が提出された日に、

上記の法７２条の５５第１項の規定による申告（以下「事業税

の申告」という。）がされたものとみなすとされ（法７２条の

５５の２第１項）、その場合、確定申告書に記載された事項の

うち事業税の申告に必要な事項に相当するもの及び確定申告書

に附記された事業税の賦課徴収につき必要な事項は、事業税の

申告がされたものとみなすとされている（法７２条の５５の２

第２項及び３項）。     

  ⑶  個人事業税の標準税率について  
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法７２条の４９の１７第１項１号によれば、第一種事業を行う

個人に対する個人事業税は、所得（法７２条の４９の１１第１

項）に１００分の５の標準税率によって定めた率を乗じて得た金

額とするとされている。  

２  これを本件についてみると、以下のとおりである。  

 ⑴  課税事業について  

   請求人は、平成２８年１月１日から同年１２月３１日までに、

区分所有家屋（住宅用）１２戸を賃借人に貸し付け、１０，５５

３，０９７円の不動産収入を得ていることが認められる。  

そして、不動産貸付業認定基準では、不動産の貸付けが不動産

貸付業に該当するかどうかは、「社会通念上事業と称するに至る

規模、賃貸料収入の状況、貸付不動産の管理の状況等を総合勘

案」して判定するとされ、一戸建住宅以外の住宅にあっては、不

動産の貸付規模が「居住の用に供するために独立的に区画された

一の部分の数が１０以上であるもの」は、不動産貸付業として認

定して差し支えないとされている（１・⑴・ウ）。  

以上のことから、請求人の行う不動産の貸付けは、「不動産貸

付業」（法７２条の２第８項４号）に該当すると判断するのが相

当であり、同条３項の第一種事業に当たるものと認められる。  

  ⑵  本件処分について  

    請求人が、平成２９年２月１６日付けで○○税務署に提出した

平成２８年分の所得税に係る本件確定申告書等によれば、不動産

収入金額は１０，５５３，０９７円であり、必要経費の合計金額

は５，９９５，７３１円、事業専従者控除額は８４０，０００円

であり、不動産所得金額（青色申告特別控除額６５０，０００円

を控除する前の金額）は３，７１７，３６６円であることが認め

られる。  

    また、本件確定申告書等によれば、事業用資産（車輌事業供

用）の譲渡損失の金額（譲渡価格－必要経費）は３０４，２３６
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円であるところ、減価償却費の計算上、当該資産の事業専用割合

は５０％とされていることから、直接事業の用に供する資産の譲

渡損失の金額は１５２，１１８円であることが認められる。  

    そして、本件処分における個人事業税の税額については、上記

の本件確定申告書等により申告された請求人の不動産所得の金額

（３，７１７，３６６円）から、譲渡損失の金額（１５２，１１

８円）及び事業主控除額（２，９００，０００円）を減じて得た

課税標準額（６６５，０００円。法２０条の４の２第１項の規定

により千円未満は切捨て）に、第一種事業における税率（５／１

００）を乗じた額（３３，２００円。法２０条の４の２第３項の

規定により百円未満は切捨て）となっており、違算等の事実は認

められない。  

⑶  以上のことから、本件処分は、請求人が行う第一種事業に対し

て、上記１の法令等の定めに基づき適正に個人事業税を課したも

のであり、違法・不当とすべき点を認めることはできない。  

３  請求人の主張について  

請求人は、個人事業税の課税標準額の計算上の譲渡損失の具体的

な計算方法については法的根拠がなく、処分庁が、個人事業税の計

算上の譲渡損失等の控除額を１５２，１１８円と計算し直している

のは間違いである旨主張する。  

しかし、法７２条の４９の１２第９項が規定する所得の計算上控

除することができる譲渡損失について、局長通達は、同項の「直接

事業の用に供する資産」とは、「具体的には、その減価償却額又は

減価の価額が事業の所得の計算において必要な経費に算入される固

定資産」をいうとされている。  

本件では、請求人が○○税務署長に提出した本件付表には、事業

用資産（車輌・事業供用）の譲渡損失の金額（譲渡価格－必要経

費）は３０４，２３６円と記載され、本件損益計算書の減価償却費

の計算上は、当該資産の貸付割合（事業専用割合）は５０％とされ
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ていることから、直接事業の用に供する資産の譲渡損失の金額は、

１５２，１１８円（３０４，２３６円×１／２）となる。  

そして、法７２条の５０第１項の規定によれば、個人が税務官署

に申告を行い、それに対して税務官署が更正等した課税標準を基準

として事業税が課せられるので、当該税務官署で更正されない限り

個人事業税に係る課税標準額は確定申告のとおりに確定することに

なる。  

以上のことから、処分庁が、請求人の事業の所得の計算上控除す

ることができる本件車輌の譲渡損失の金額を、本件車輌を譲渡した

ため生じた損失金額（３０４，２３６円）に事業専用割合（５０

％）を乗じて得た額（１５２，１１８円）としたことに、不合理な

点は認められず、本件処分に違法性又は不当性があるとは認められ

ない。  

したがって、請求人の主張は理由がない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

  よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

 髙橋滋、窪木登志子、川合敏樹  

 

 別紙（略）  

 

 

 


